
様式第4-1号 (第11条関係）

印

１　変 更 内 容（下記のいずれかにチェック）

３　変更の内容及び理由（補助金交付決定額を変更する場合は付表のとおり）

４　添 付 資 料
　〇補助事業者に関する変更について　
　（１）名称の変更
　　　　登記簿謄本（履歴事項全部証明書）　１通（発行から３ヶ月以内）
　　　　印鑑証明書　１通（発行から３ヶ月以内）
　（２）所在地や代表者の変更
　　　　登記簿謄本（履歴事項全部証明書）　１通（発行から３ヶ月以内）

　東　京　都　知　事　殿

　　年　　月　　日

所 在 地

団 体 等 の 名 称

代 表 者 職 氏 名

変更前：

変更後：

記

　　年度団体連携によるカスタマーハラスメント防止条例普及促進事業

　  　　年　　月　　日付　　　　　　第　　号をもって交付決定の通知があった補助事業の内容について
下記のとおり変更承認申請します。

補助金変更承認申請書

その他補助事業の内容変更又は補助金交付決定額を減額

補助事業者(名称又は所在地等) 補助対象期間の変更



（付表）団体連携によるカスタマーハラスメント防止条例普及促進事業補助金

（単位：　円）

1 「交付決定額（交付決定時）」欄は交付決定通知書の金額又は既に変更承認された金額を記載してください。

2 「別紙　経費内訳書・補助金額計算書」に変更後の内容を記載して提出してください。

3 変更該当事業を含め全事業を記載してください。

補　助　事　業　変　更　内　容　

交付決定額
（交付決定時）

交付決定額
（変更後）

変更理由



（別紙）

１　経費内訳書

 

２　補助金額計算書

補助対象経費
（円）(税抜）

補助対象外経費
（消費税等）

（円）

補助事業に要す
る総事業費
（円）（税込）

経費区分 内容
数量

（単位）
単価（円）
（税抜）

※補助事業に要する総事業費は、補助事業の実施に係る全ての経費を積算のうえ記入すること（消費税を含む）。

補助金支給申請額(補助対象経費×1/2)
※千円未満切捨て
※上限額5,000万円

，000円

小計 0 0 0

※記載欄が不足する場合は、この様式を拡張して使用すること。

※経費は、補助事業以外の経費と区分でき、管理できるもので、実績報告時に契約書や請求書、振り込みを証する書類等に
より支払いが確認できるものを対象とする。


